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資料 1 

滋賀県特別支援教育支援委員会の役割について 

 担任する事務  

教育上特別の支援を必要とする障害のある幼児、児童および生徒の教育支援に関する事項に 

ついて調査審議すること 

 

滋賀県特別支援教育支援委員会の議題について 

１ 令和６年度 議事内容 

【第 1回（令和６年９月１３日）】 

〇本県における特別支援教育の現状と課題・施策について 

〇今後の本県特別支援教育の取組について 

   「滋賀のめざす特別支援教育ビジョン」の次期計画の策定に向けて 

〇就学指導の課題と具体的取組について 

   「知的障害の程度に関する統一的な指標」の改訂について 

 

【第２回（令和７年２月７日）】 

〇就学指導の課題と具体的取組について 

   「知的障害の程度に関する統一的な指標」の改訂について      

〇切れ目ない支援体制の構築について 

   特別支援教育に係る実態調査の結果等 

〇本県の特別支援教育の現状と課題・施策について 

   １ 取組状況の報告  

     ・副籍制度 

     ・職業教育充実事業 

     ・高等学校特別支援教育体制整備事業 

   ２ 「滋賀のめざす特別支援教育ビジョン」次期計画の策定に向けて 

 

２ 令和７年度 議事内容 

【第 1回（令和７年９月２日）】 

〇本県における特別支援教育の現状と課題について 

〇今後の本県特別支援教育の取組について 

   「滋賀のめざす特別支援教育ビジョン」の次期計画の策定に向けて 

 

【第２回（令和８年２月予定）】 

〇今後の本県特別支援教育の取組について  

 「滋賀のめざす特別支援教育ビジョン」の次期計画の策定について  他                             
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本県における特別支援教育の現状と課題

滋賀県教育委員会事務局

特別支援教育課

令和７年度第1回 滋賀県特別支援教育支援委員会

令和７年９月２日
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滋賀のめざす特別支援教育ビジョン（実施プラン）
「課題」に対する現状からの考察

（１）特別な支援を必要とする児童生徒数の増加
→ 指導の充実と教育環境の整備

（２）就学時の状況において、本県義務教育段階の特別支援学校在籍数の割合が全国
に比して高く(H26全国：0.68％ 本県：0.99％) 、特別支援学校や特別支援学
級への就学率に市町間で大きな差がある。
→ 市町間で就学率等に差がある状況を踏まえた適切な就学相談の推進

（３）全国に比して、本県特別支援学校高等部卒業生の就職率が低く、就職希望者も
３割程度
→ 職業的自立をめざした取組の充実

課題（平成2７年）
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(１)特別な支援を必要とする児童生徒数の増加
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小学校
7,823人

中学校
4,661人

高等学校
2,162人

小学校
10,684人

中学校
3,026人

高等学校
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2.9１％
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中学校
1２．５３％

高等学校
７．62％

小学校
９．８6％

中学校
7.66％

1.５倍

1.６倍

2.６倍

公立小中高等学校の通常の学級における特別な支援を必要
とする児童生徒数の状況 （毎年度9月1日現在）
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校種 学校
数

教室
数

小学校
（義務教
育学校前
期課程）

220 105

中学校
（義務教
育学校後
期課程）

95 34

県立
中学校

3 0

参考：
令和７年度
県内公立小中学校等の
通級指導教室設置数

児童生徒数は、
毎年５月１日現在

本県の小中学校における通級による指導を受けている
児童生徒数の推移

年度
児童生徒数 小・中

合計
教室数

小 中

H27 1,098 126 1,224 61

H28 1,135 148 1,283 62

H29 1,226 172 1,398 70

H30 1,276 205 1,481 74

R1 1,353 282 1,635 86

R2 1,465 277 1,742 93

R3 1,476 376 1,852 100

R4 1,597 451 2,048 111

R5 1,703 509 2,212 121

R6 1,741 527 2,268 129

R7 1,8６2 ５８７ 2,4４9 １３９

１．７０倍 4.６６倍 ２．００倍 2.２８倍 10



【指導の充実】教員の指導力や専門性の向上
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県内教員の特別支援教育に関する経験について
（採用後10年以内の教員 文部科学省「令和５年度特別支援教育に関する調査」より）

a)
採用後10年
目までの正
規雇用の教
師の人数

1
a)のうち特
別支援学校
の教職経験
が２年以上

2
a)のうち特
別支援学級
の学級担任
の教職経験
が２年以上

3
a)のうち特
別支援学級
の教科担任
の教職経験
が２年以上

4
a)のうち通
級による指
導の経験が２
年以上

5
a)のうち特
別支援教育
コーディネー
ターの教職経
験が２年以上

6
1～5いずれ
も経験なし

3750人 21人 165人 495人 10人 61人 3078人

0.56% 4.40% 13.20% 0.27% 1.62% 82.08%

（複数回答有り）

【指導の充実】教員の指導力や専門性の向上
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滋賀県内小・中学校教員 特別支援学校免許状の保有状況について

【指導の充実】教員の指導力や専門性の向上

(1) 特別支援学校教諭免許状の保有状況 (2) 特別支援学級担任・通級指導担当の特別支援学校教諭免許状の保有状況

特別支援学級担任 通級指導担当

小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校

R1 14.3%    0.8%     14.2%    6.4%     R3 26.9%  21.5%  64.1%  68.2%  784    322    77     23     

R2 17.9%    5.0%     14.7%    6.0%     R4 25.5%  17.6%  60.7%  70.4%  809    336    84     27     

R3 17.9%    6.6%     15.3%    6.4%     R5 23.2%  21.0%  68.9%  58.1%  830    348    90     31     

R4 23.1%    7.6%     16.1%    6.5%     R6 20.7%  16.2%  47.4%  56.3%  845    359    97     32     

R5 20.2%    5.2%     16.1%    6.5%     R7 23.5%  20.7%  57.1%  52.9%  870    368    105    34     

R6 17.5%    5.6%     16.8%    6.5%     

(免許状保有率) (学級等設置数)

新規採用者の
特別支援免許状所持率

特別支援免許状保有率
（教諭・主幹教諭）

特別支援学級設置数 通級指導教室設置数
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令和５年11月６日滋教委教第１２１１号滋教委特支第６８７号 【別紙 全体構想図】

【指導の充実】教員の指導力や専門性の向上
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〇障害のある児童生徒を含め多様な児童生徒がどの学級にも在籍して

いることを前提として、全ての教師が特別支援教育に関する知識や

経験を身に着け、学校全体で特別支援教育の充実を図っていくこと

が重要

〇特別支援学級、通級による指導の充実を図るため、一定のスキルや

知識、経験をもった教師と経験の少ない教師とが複数で担当するな

ど、ＯＪＴでの人材育成を見据えた人事配置や校内体制が望まれる。

【指導の充実】教員の指導力や専門性の向上
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滋賀県Ｒ６ 全国R４※

小学校 14.80％ １０．４％

中学校 １２．５3％ ５.６％

小中学校 計 14.03％ ８．８％

高等学校 ７．62％ ２．２％

【指導の充実】令和６年度 特別支援教育に係る実態調査について

（毎年９月１日調査）

■通常の学級に在籍する児童生徒で、発達障害（LD,ADHD,高機能自閉症
等）により、特別な教育的支援を受ける必要があると校内委員会において
判断した児童生徒の割合（診断の有無は問わない）

※通常の学級に在籍する児童
生徒で知的発達に遅れはない
ものの学習面又は行動面で著
しい困難を示すとされた児童
生徒の割合。
「学習面で著しい困難を示す」
とは、「聞く」「話す」「読む」「書
く」「計算する」「推論する」の一
つあるいは複数で著しい困難
を示す場合を指し、一方、「行動
面で著しい困難を示す」とは、
「不注意」「多動性－衝動性」、あ
るいは「対人関係やこだわり
等」について一つか複数で問題
を著しく示す場合を指す。 16



【指導の充実】 令和６年度 特別支援教育に係る実態調査について
（毎年９月１日調査）

(1)「個別の指導計画」作成数と作成率の推移
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■個別の指導計画活用率

■個別の教育支援計画活用率

作成した個別の指導計画に基
づき、８月末までに支援を開
始している割合

個別の教育支援計画を作成して
いる児童生徒のうち、保護者
（年齢・発達段階に応じて本人
も含む）および関係機関と個別
の教育支援計画の作成や評価に
かかる連携を行っている割合

【指導の充実】 令和６年度 特別支援教育に係る実態調査について
（毎年９月１日調査）

Ｒ６

小学校 97.8％

中学校 97.9％

高等学校 48.8％

Ｒ６

小学校 73.2％

中学校 54.8％

高等学校 25.8％
18



〇個別の指導計画の活用については、作成した全ての児童生徒

に対して、個別の指導計画の内容が、早い時期から指導・支援に

活かされることを目指していく。

〇個別の教育支援計画の活用については、活用率の上昇に向け、

連携に係る校内体制を整えることや個別の教育支援計画の内容

の充実を推進する。

特別支援教育の充実のために

【指導の充実】 令和６年度 特別支援教育に係る実態調査について
（毎年９月１日調査）
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（２）就学時の状況
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特別支援
学級
5.09％

特別支援
学校
1.12％

特別支援
学級
4.26％

特別支援
学校
0.94％

義務教育段階の在籍割合（全国・滋賀の比較H26→R4）

通常の学級
93.78％

通常の学級
94.80％

１．１９倍 １．１９倍

１．１３倍2.０９倍

1.32倍 1.４６倍

１．３８倍２．３１倍
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特別支援
学校
0.36％

特別支援
学校
2.14％

特別支援
学級
2.48％

特別支援
学級
8.74％

通常の学級
89.12％

通常の学級
97.16％

R４:A市

R４:Q市

小学1年段階の就学先割合（県内2市の比較H2７→R4）

計6.67％

計1.47％

計10.88％

計2.84％

4.5倍
３．８３倍

I
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就学相談の調査・審議の対象となった者の割合とそのうち特別支援学級・特別支援学校に
進学した者の割合（平成2７年度・令和4年度小学校1年生 ）

適切な就学相談の推進
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適切な就学相談の推進

特別支援学校 特別支援学級

R1小学1年生在籍人数 110人 517人

R6小学6年生在籍人数 126人 ７７５人

R7中学1年生在籍人数 167人 644人

知的障害学級
肢体不自由
学級

病弱・身体虚
弱学級

弱視学級 難聴学級
自閉症・情緒
障害学級

R1小学1年生在籍人数 280人 16人 10人 2人 9人 200人

R6小学6年生在籍人数 377人 16人 11人 1人 11人 359人

R7中学1年生在籍人数 294人 10人 4人 2人 9人 325人

小学1年生段階の就学先と小学校6年生段階、中学生1年生段階の就学先の
在籍人数の推移
（１）特別支援学校と特別支援学級

（２）特別支援学級学級別
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• 困難を示す児童を適切に支援の対象とするとともに、通常の学級の中で
できうる方策を十分に検討した上で、自立活動など特別の教育課程が編
成できる通級による指導や特別支援学級の必要性を検討していくという
段階的な検討のプロセスが必要

→校内体制の強化、市町教育委員会との共通理解促進

• 障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、障害の状態等の
変化に応じて適切な教育を行うためには、就学前、就学時、そして就学後
も継続して 教育相談を行うことが重要であり、必要に応じて個別の教育
支援計画や個別の指導計画の見直しを行うとともに、適切な時期に学び
の場を柔軟に変更できるようにしていくことが必要

→研修の充実、市町教育委員会との情報共有・共通理解の推進

適切な就学相談の推進
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(３)特別支援学校高等部卒業生の進路状況
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令和６年度県立特別支援学校高等部の卒業生の進路状況

福祉施設等利用

71.4%

大学進学等

0.8% 教育訓練機関

等 0.8%

就職 23.8%

医療機関

0.5%

就労継続Ａ

7.6%

就労継続Ｂ

27.6%

就労移行支援

6.5%

自立訓練

5.9%

施設入所

0.5%

生活介護

23.2%

その他 2.7%人数 内訳 構成比

大学進学等 3      3      0.8%

教育訓練機関等 3      3      0.8%

就職 88     88     23.8%

医療機関 2      2      0.5%

福祉施設等利用 264    

就労継続Ａ就労継続Ａ 28     7.6%

就労継続Ｂ就労継続Ｂ 102    27.6%

就労移行支援就労移行支援 24     6.5%

自立訓練自立訓練 22     5.9%

施設入所施設入所 2      0.5%

生活介護生活介護 86     23.2%

その他 10     10     2.7%

計 370    370    100.0%
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県立特別支援学校高等部卒業生の就職率推移
（国基準）
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県立特別支援学校高等部卒業生の就職率推移
（県基準）
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県立特別支援学校高等部卒業生の主な就職先職種
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年度別就職希望率・就職実現率の推移
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職業的自立と社会参加をめざした取組の充実
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滋賀のめざす特別支援教育ビジョン 次期計画（たたき台）
第１章 計画の考え方

１ 策定の趣旨
平成27年３月策定の「滋賀のめざす特別支援教育ビジョン（基本ビジョ
ン）」に基づき、中長期的な具体の実施計画として策定した10年間の「実施
プラン」が令和７年度末で終期を迎えることに伴い、次期計画の策定を行う。

２ 計画の位置づけ
滋賀県教育振興基本計画を上位計画としつつ、特別支援教育を推進する
ための施策を示す計画として、現行の 「基本ビジョン」と「実施プラン」の重
なる部分を整理し、一つの計画とする。

３ 計画期間
令和８年度（2026年度）から令和12年度（2030年度）までの５年間
（社会情勢の変化や国の動向等をふまえ、必要に応じて見直しを行う）

４ 本県特別支援教育のめざす姿
〇 障害のある子どもも障害のない子どもも、地域で共に生きていくために必要と
なる社会生活能力を身に付け、社会的・職業的に自立し社会参加できる。

〇 障害のある子ども一人ひとりが、「地域で学ぶ」ことを基本とし、その教育的ニー
ズに応じた学びの場を柔軟に選択することができる。

〇 「(地域で)共に学ぶ」ことにより、障害のあるなしにかかわらず、互いの違いやよ
さ等を認め合うことができ、地域社会の一員として心豊かに成長できる。

第２章 滋賀の特別支援教育の現状

１ 特別な教育的支援を必要とする児童生徒数の増加
〇 本県が設置している特別支援学校に在籍する児童生徒は、令和７年度2,４１６人と過去最高となった。少子化の影響がある一方で、知肢併置特別支援学校で
は増加傾向が続いている。

〇 市町立小中学校においては、特別支援学級に在籍する児童生徒数が、過去10年で2倍近くに増加している。通級による指導を受ける児童生徒数も増加。
〇 市町立中学校の特別支援学級卒業生の59.3％が高等学校へ進学する現状があり、高等学校においても特別な支援を要する生徒が増加している。

２ 特別支援教育に関する国の動向
〇 障害のある子供と障害のない子供が可能な限り共に教育を受けられる

条件整備 「連続性のある多様な学びの場の一層の充実・整備」
（新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告

令和３年１月）

○ 特別支援教育に関わる教師の専門性向上に向けた方策
（特別支援教育を担う教師の養成の在り方等に関する検討会議報告

令和４年３月）

○ 通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への支援に係る方策
「校内支援体制の充実」「通級による指導の充実」「特別支援学校の
センター的機能の充実」「インクルーシブな学校運営モデルの創設」
(通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への支援の在り方に関する

検討会議報告 令和５年３月）

３ 基本ビジョン策定後の本県における主な施策
〇 H28 「しがしごと検定」の開始

生徒の就労意欲を高め、働くことに必要な基礎的な態度や技能を身に付けること
を目的として実施。

〇 H30 高等学校における通級による指導の開始

県立愛知高等学校において実施。R7～県立北大津高等学校実施
〇 Ｒ２ 「医療的ケア児童生徒の通学に係る保護者支援事業」の開始

通学途上で医療的ケアが必要な児童生徒について、看護師が同乗する車両で送
迎することにより、保護者の負担軽減を図る。

〇 R4 副次的な学籍の制度化
障害のある児童が居住地の小学校と県立特別支援学校の双方に学籍を置き、小
学校における「共に育つ機会」と県立特別支援学校における「専門的な教育を受け
る機会」の両方を実現

第３章 基本理念

障害のある子どもが十分な教育を受けられるよう、教育の充実を図るとともに、障害のある子どもと障害のない子どもが共に学び合うことにより、
「地域で共に生きていくための力」を育てる。 33
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滋賀のめざす特別支援教育ビジョン 次期計画（たたき台）
第４章 現行実施プランの取組状況と課題

②社会的・職業的自立の実現
高等養護学校を職業学科に改編するとともに、知肢併置養
護学校高等部に職業コース等を設置。小中学部の段階から、
社会の一員として役割を担う活動を通して人と交流し、自己
肯定感を高め、自分らしい生き方を実現できる力を育むた
めのキャリア教育の推進が必要

①発達段階に応じた指導の充実
個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成率は高まった
一方で、計画に基づき合理的配慮の観点を踏まえた指導・支
援が必要。通常の学級において個に応じた指導・支援の推進
と充実を図るため、すべての児童生徒が安心して学べる授
業づくりが必要

③教員の指導力や専門性の向上
特別支援学校において、幼児児童生徒の障害の多様化が
進むとともに、小中高等学校の通常の学級においても特別
支援教育の必要性が増大。すべての教員が障害の特性等に
関する理解と指導方法を工夫する力を身に付け、実態把握
や目標・手立ての構築ができるよう特別支援教育に関する
知識、合理的配慮に関する理解等が必要

④教育環境の充実
市町立小中学校および県立高等学校で特別な教育的支援
を必要とする児童生徒の困難さを適切に把握し、多様な学
びの機会の確保と支援に結びつけるために、校内体制のさ
らなる整備が必要。県立特別支援学校環境整備方針に基づ
き、新設校の早期実現に向けて取組を進めることが必要

⑥教育における連携（役割分担）の推進
保健・医療機関との連携により、早期から一貫した教育相
談・支援を行うことが必要。また福祉、労働等の機関と連携
し、適切な支援を実施するなど、就学前から卒業後まで切れ
目ない支援を行うことが必要

⑤適切な就学相談の推進
特別支援学校への就学率1.12％、特別支援学級への入級
率5.09％はともに全国よりも高い。児童生徒や保護者が、
積極的に地域の学校で共に学ぶことを選択できるよう、就
学に向けた支援を、早期から適切に行うことが必要

第５章 基本の柱と取組の方向性

「共に学ぶ」をめざす姿とし、「三方よし」の３本柱を構成する６つの観点で具体の取組を進める。

観点①個別最適な学びと実態に応じた指導・支援の充実
・通常の学級における、個に応じた指導・支援の充実
・誰もが「わかった」「できた」「もっと学びたい」と感じられるよう、ICTの効果的な活用
やユニバーサルデザインの視点に立った授業づくり
・すべての校園における、個別の教育支援計画・個別の指導計画の活用、引き継ぎによ
る切れ目ない指導・支援

観点②社会的・職業的自立に向けたキャリア教育の推進
・人との交流を通して自己肯定感を高め、自己理解・自己決定できる力の育成に向けた
早期の段階からのキャリア教育の実施
・就労意欲と働くために必要な基礎的な技能を高める「しがしごと検定」の継続実施

観点③すべての教職員の専門性の向上
・インクルーシブ教育システムの理念や合理的配慮についての正しい理解のもと、特別
な支援が必要な幼児児童生徒の困り感を、適切に支援につなぐ組織的対応の促進
・特別支援教育コーディネーターおよび特別支援学級担任等の専門性向上の推進
・外部専門家、特別支援学校のセンター的機能を活用した研修の充実

観点④多様な学びの機会の確保と教育環境の整備・充実
・副籍制度を中学生段階へ拡大し、継続的に実施
・小中高等学校への支援員・看護師の配置の推進
・高等学校における通級による指導の拡充と実施体制の整備
・インクルーシブな学校運営についての研究
・県立特別支援学校の新設など、教育環境整備の着実な推進

観点⑤適切な就学相談の推進
・就学先決定の仕組みや手続きの共通理解の促進、本人・保護者への適切な情報提供
・早期から適切な支援を提供し、ステージごとに支援を引き継ぐことを前提とした、適切
な就学相談、進路選択
・県内どの市町においても、知的障害の程度に関する統一的指標を活用した就学相談
や指導が受けられる体制整備

観点⑥関係機関との連携による切れ目ない支援の充実
・保健・医療、福祉、労働等の行政機関や事業所との在校時からの連携、卒業後の進路
先・就労先等への支援の引き継ぎ
・コミュニティ・スクールなど、地域と学校が連携・協働する活動を通した、障害や支援へ
の理解の促進
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滋賀県附属機関設置条例 

平成 25 年滋賀県条例第 53 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律もしくはこれに基づく政令または他の条例に定めるもののほか、地方自治法

(昭和 22 年法律第 67 号)第 138 条の 4第 3項および第 202 条の３第１項の規定に基づき、県の設置す

る執行機関の附属機関について必要な事項を定めるものとする。 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を置き、その担任する事務ならびに委員の数、

構成および任期は、同表に定めるとおりとする。 

２ 委員は、執行機関（別表第３項に掲げる附属機関にあっては知事）が任命する。 

３ 別表の規定にかかわらず、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 委員は、再任されることを妨げない。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （専門委員等） 

第３条 附属機関に、執行機関が定めるところにより、専門委員その他の臨時の委員を置くことができ

る。 

（部会等） 

第４条 附属機関は、執行機関が定めるところにより、部会その他の合議制の組織を置くことができる。 

 （委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、規則または教育委

員会規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（滋賀県基本構想審議会条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1)滋賀県特別職報酬等審議会設置条例（昭和 39年滋賀県条例第 59号） 

 (2)滋賀県公有財産審議会設置条例（昭和 50 年滋賀県条例第 32号） 

 (3)滋賀県基本構想審議会条例（昭和 59 年滋賀県条例第 37号） 

 (4)滋賀県琵琶湖水政審議会設置条例（昭和 35年滋賀県条例第４号） 

 (5)滋賀県高齢化対策審議会設置条例（昭和 61年滋賀県条例第 12 号） 

 (6)滋賀県青少年問題協議会条例（昭和 28年滋賀県条例第 28 号） 

(7)滋賀県大規模小売店舗立地審議会条例（平成 12年滋賀県条例第 120 号） 

 (8)滋賀県観光事業審議会条例（昭和 29 年滋賀県条例第 60号） 

 （経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前のそれぞれの条例の規定による附属機関およびその委員その他の構成員

は、この条例の規定による相当の附属機関およびその委員その他の構成員となり、同一性をもって存

続するものとする。この条例の施行の際知事または教育委員会が定めるところにより置かれている委

員会その他の合議制の機関およびその委員その他の構成員についても、同様とする。 
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４ 前項の規定により別表第１項の表の滋賀県観光事業審議会の委員となった者の任期は、同表の規定

にかかわらず、平成 26年３月 31 日までとする。 

５ 付則第２項の規定による廃止前のそれぞれの条例の規定による附属機関に係る諮問、答申その他の

行為は、この条例の規定による相当の附属機関に係る諮問、答申その他の行為とみなす。付則第３項

後段に規定する委員会その他の合議制の機関に係る諮問、答申その他の行為についても、同様とする。 

  （ 省 略 ） 

別表（第２条関係） 

 １ 知事の附属機関 

  （ 省 略 ） 

２ 教育委員会の附属機関 

名称 担任する事務 委員の数 委員の構成 委員の任期 

滋賀県特別支

援教育支援委

員会 

教育委員会の諮問に応じて教育

上特別の支援を必要とする障害

のある幼児、児童および生徒の

教育支援に関する事項について

調査審議すること。 

 

20人以内 (１) 医師 

(２) 学識経験を有す

る者 

(３) 教育機関の職員 

(４) 県の職員 

２年 

  （ 省 略 ） 

 ３ 知事および教育委員会の附属機関 

  （ 省 略 ） 
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○滋賀県特別支援教育支援委員会規則 

昭和 50 年４月 28 日滋賀県教育委員会規則第 10号 

改正 昭和 58 年９月 30日教育委員会規則第 15号 

平成 17 年１月１日教育委員会規則第１号 

平成 18年 12 月 28 日教育委員会規則第 11 号 

平成 20 年３月 28 日教育委員会規則第１号 

平成 20 年３月 31 日教育委員会規則第６号 

平成 24 年６月６日教育委員会規則第３号 

平成 25 年７月５日教育委員会規則第 13号 

平成 29 年３月 31 日教育委員会規則第１号 

平成 30 年３月 30 日教育委員会規則第３号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、滋賀県附属機関設置条例（平成 25 年滋賀県条例第 53 号）第５条の規

定に基づき、滋賀県特別支援教育支援委員会（以下「委員会」という。）の組織および運営

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会長および副会長） 

第２条 委員会に、会長および副会長各１人を置く。 

２ 会長および副会長は、委員の互選によつて定める。 

３ 会長は、委員会を代表し、会務を掌理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、または会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第３条 委員会の会議は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（専門部会） 

第４条 委員会は、必要に応じ、その専門的業務をつかさどるため、専門部会を置くことが

できる。 

（調査員） 
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第５条 委員会は、必要に応じ、専門の事項を調査するため、調査員を置くことができる。 

２ 調査員は、県教育委員会が任命する。 

３ 調査員は、当該専門の事項の調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、県教育委員会事務局特別支援教育課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関する必要な事項は、会長が委員会

に諮つて定める。 

付 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 昭和 58 年９月 30 日において現に委員の職にある者の任期は、第４条第２項の規定にか

かわらず、昭和 59 年３月 31 日までとする。 

付 則（昭和 58年教委規則第 15号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 17年教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 18年教委規則第 11号） 

この規則は、平成 19 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 20年教委規則第１号） 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 20年教委規則第６号） 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 24年教委規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 25年教委規則第 13号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 29年教委規則第１号） 

この規則は、平成 29 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 30年教委規則第３号） 

この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 
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○滋賀県特別支援教育支援委員会運営要項 

（平成30年７月13日制定） 

（趣旨） 

第１条 この要項は、滋賀県特別支援教育支援委員会規則（昭和50年滋賀県教育委員会規

則第10号。以下「規則」という。）第７条に基づき、その運営に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（専門部会） 

第２条 規則第４条に規定する専門部会は、必要に応じ、会長が委員会に諮って、調査審

議すべき事項に応じた専門部会を置くこととし、その所属委員は、委員の中から会長が

指名する。 

 

（会議） 

第３条 委員会および専門部会の会議（以下「会議」という。）の開催は、次のとおりとす

る。 

（１）委員会 

会長が必要と認めるとき。 

（２）専門部会 

会長が必要と認めるとき。 

２ 会長は、会議を招集しようとするときは、委員に対し、あらかじめ日時、場所、議題

その他必要な事項を通知するものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由

のあるときは、この限りではない。 

３ 会長は、特に必要があると認めるときは、委員にあらかじめ通知した上で、文書その

他の方法による調査審議を行うことができる。この場合において、会長はその結果を次

の会議に報告しなければならない。 

４ 会長は、特に必要があると認めるときは、専門的知識を有する者に対し、会議に出席

を求めることができる。 

 

（会議の公開等） 

第４条 会議は、滋賀県情報公開条例（平成12年滋賀県条例第113号）第６条各号に掲げる

情報に該当すると認められる事項を審議する場合および会議を公開することにより公

正かつ円滑な議事運営に支障が生じると認められる場合を除いて、公開するものとする。 

２ 会議の公開または非公開の決定は、会長が会議に諮って行うものとする。 

３ 会議を公開する場合は、会議の傍聴および議事録の公開により行うものとし、必要な

手続きは、会長が委員会に諮って別に定めるものとする。 

 

（その他） 

第５条 委員会の運営に関し、その他必要な事項は、会長が委員会に諮って定めるものと

する。 

 

付則 

１ この要項は、平成30年７月13日から施行する。 

２ この要項の施行に伴い、滋賀県就学指導委員会運営要項（昭和50年４月28日制定）は

廃止する。 
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○滋賀県特別支援教育支援委員会会議公開要領 

（平成30年11月13日制定） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、滋賀県特別支援教育支援委員会運営要項（平成30年７月13日制定。

以下「運営要項」という。）第４条第３項の規定により、滋賀県特別支援教育支援委員

会の会議（以下「会議」という。）の公開について必要な事項を定めるものとする。 

 

（会議の開催の周知） 

第２条 会議を開催する場合、教育委員会事務局特別支援教育課（以下「事務局」という。）

は、次の事項を記載した会議開催案内を作成し、会議開催当日の１週間前まで（緊急に

会議を開催する必要が生じたときは、前日まで）に、インターネット上の県のホームペ

ージへの掲載により県民に周知するものとする。 

(1) 開催日時 

(2) 開催場所 

(3) 議題 

(4) 傍聴者の定員 

(5) 傍聴の手続 

(6) 議事録等の公表の時期および方法 

(7) 問い合わせ先 

 

（会議の公開または非公開の決定） 

第３条 運営要項第４条第２項の規定に基づく、会議の公開または非公開の決定について

は、会議の議事に先立ち、会議に諮って決定するものとする。 

 

（傍聴の手続等） 

第４条 会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ住所、氏名その他会長が必要と認める

事項を申し出て、傍聴券の交付を受けなければならない。 

２ 会議を傍聴しようとする者が傍聴席の定員を超える場合は、抽選その他会長が適当と

認める方法により、傍聴券の交付を受ける者を定めるものとする。 

３ 傍聴券の交付を受けた者（以下「傍聴人」という。）は、関係の係員に当該傍聴券を示

し、その指示に従わなければならない。 

４ 報道機関からの依頼があった場合は、傍聴人と別に傍聴（取材）を認める。 

５ 議事に公開する部分と非公開とする部分が混在する場合は、公開する部分に限り傍聴

者の傍聴および報道機関の傍聴（取材）を認める。 

 

（傍聴することができない者） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する者は、会議を傍聴することができない。 

(1) 銃器その他の人に危害を加えるおそれのある物品を携帯している者 

(2) 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、垂れ幕等を携帯している者 
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(3) 鉢巻き、たすき、ゼッケン等を着用し、または携帯している者 

(4) ラジオ、拡声器、無線機、マイク、録音機等を携帯している者 

(5) 笛、ラッパ、太鼓その他の楽器を携帯している者 

(6) 酒気を帯びていると認められる者 

(7) 前各号に掲げる者のほか、会議を妨害し、または他の人に迷惑を及ぼすおそれのあ

る者 

 

（傍聴人の遵守事項） 

第６条 傍聴人は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

(1) 会議に対して批評を加え、または賛否を表明する行為をしないこと。 

(2) 私語、談話、拍手等をしないこと。 

(3) みだりに席を離れないこと。 

(4) 飲食または喫煙をしないこと。 

(5) 非公開となる議事の前に指示があったときは、速やかに会場外へ退席すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、会議の妨害となるような行為をしないこと。 

２ 会長は、傍聴人が前項の規定に違反したときは、退場を命ずることができる。 

３ 傍聴人は、前項の規定により退場を命ぜられたときは、直ちに退場しなければならな

い。 

 

（議事録の作成） 

第７条 会議を開催したときは、事務局は次の事項を記載した議事録を作成するものとす

る。 

(1) 会議の日時および場所 

(2) 出席者の氏名 

(3) 議題 

(4) 調査審議の経過 

(5) 議決した事項 

(6) その他必要な事項 

２ 議事録は、会議に出席した委員の確認を得て作成するものとする。 

３ 公開した会議の結果については、議事録を会議資料とともに県民情報室において、会

議開催の翌年度末までの間、閲覧に供するとともに、インターネット上のホームページ

へ掲載するものとする。 

 

（雑則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、会議の傍聴および議事録の作成等に関し必要な事

項は、会長が別に定める。 

 

付則 

この要領は、平成30年11月13日から施行する。 
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